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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 6,935 △18.0 533 △54.5 389 △37.0 △731 ―
26年3月期 8,461 77.5 1,172 ― 617 ― 269 ―

（注）包括利益 27年3月期 1,419百万円 （△3.1％） 26年3月期 1,464百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 △6.16 ― △29.2 1.2 7.7
26年3月期 2.28 2.28 18.0 1.8 13.9

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 ―百万円 26年3月期 △0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 30,674 8,047 9.6 23.35
26年3月期 32,953 7,137 6.2 17.45

（参考） 自己資本 27年3月期 2,957百万円 26年3月期 2,057百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 511 213 △3,224 5,942
26年3月期 3,624 437 △1,424 8,313

2. 配当の状況

平成28年3月期における配当予想額は未定であります。

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
27年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
28年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
当社グループ（投資事業組合等を含む）が展開する投資事業全般は、その事業特性上株式市場等の変動要因による影響が極めて大きく、加えて昨今の
変動の激しい環境下においては、合理的な業績予想が困難であります。むしろ、このような環境下で、ある一定の前提のもとに策定した業績予想を開示す
ることが、投資者の投資判断のために提供する情報として必ずしも適切性・有用性を持つものではないと判断致しました。そのため、現時点では業績予想
の開示を行わないこととさせて頂きたく存じます。
なお、当社グループは今後も引き続き、四半期決算の迅速な開示に努めるとともに、合理的な業績の予想が可能となった場合には、速やかにその開示を
行います。



※ 注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3) 発行済株式数（普通株式）

新規 ―社 （社名） 、 除外 4社 （社名）
JAIC ASIA CAPITAL PTE. LTD. 及
び投資事業組合等3ファンド

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 128,751,475 株 26年3月期 119,993,475 株
② 期末自己株式数 27年3月期 2,098,630 株 26年3月期 2,098,630 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 118,840,582 株 26年3月期 117,880,735 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 3,955 △27.3 △575 ― △710 ― △892 ―
26年3月期 5,437 71.8 705 ― 277 ― 380 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

27年3月期 △7.51 ―
26年3月期 3.23 3.23

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 23,956 2,711 11.2 21.13
26年3月期 27,024 2,256 8.3 19.06

（参考） 自己資本 27年3月期 2,676百万円 26年3月期 2,246百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
当社が展開する投資事業全般は、その事業特性上株式市場等の変動要因による影響が極めて大きく、加えて昨今の変動の激しい環境下においては、合
理的な業績予想が困難であります。むしろ、このような環境下で、ある一定の前提のもとに策定した業績予想を開示することが、投資者の投資判断のため
に提供する情報として必ずしも適切性・有用性を持つものではないと判断致しました。そのため、現時点では業績予想の開示を行わないこととさせて頂きた
く存じます。
なお、合理的な業績の予想が可能となった場合には、速やかにその開示を行います。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査
手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（決算補足説明資料の入手方法について）
決算補足説明資料は、平成27年5月11日に当社ホームページに掲載予定であります。
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１． 経営成績・財政状態に関する分析 
 
（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度（平成 26 年４月１日～平成 27 年３月 31 日）の日本経済は、消費税増税等の影響により個人消

費の落ち込む一方、賃金増加等に伴う消費回復期待もあり、景気先行きへの見解は強弱が交錯しています。 

国内の株式市況は、金融緩和、原油価格下落、円安等の影響による企業業績の改善を受け回復傾向にあります。

当社グループの事業に関連の深い新興市場においても、業績好調な銘柄を中心に一定の回復を見せています。 

また、アジア各国においては、経済成長鈍化の懸念や政治的な緊張感が高まりつつも、各国の金融緩和政策の

影響や米国の景気回復に加え ECB の量的金融緩和の影響などを受け、株式市況は上昇に転じました。 

このような環境のもと、当連結会計年度における当社グループの営業活動と経営成績は下記のようになりまし

た。 

 

① ファンドの状況 

当連結会計年度末における当社グループが管理、運用又は投資情報の提供を行っているファンドの運用残高は、

清算したファンドの影響等により前連結会計年度末から減少し、21 ファンド、43,897 百万円（前連結会計年度末

28 ファンド、50,888 百万円）となりました。 

投資事業組合等運営報酬については、前連結会計年度に比しファンド運用残高の減少に伴い管理運営報酬等が

減少したことや成功報酬が減少したため 370 百万円（前連結会計年度比 22.7％減）となりました。 

新規設立については、日本の中堅・中小企業を支援するファンドや、海外投資家との協業によるファンド等、

複数の企画に取り組み早期実現を目指しており、ファンド出資者候補である国内金融機関や、海外投資家との交

渉を行っております。 

                                                  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

平成 25 年４月 １日～ 
平成 26 年３月 31 日 

当連結会計年度 
平成 26 年４月 １日～ 
平成 27 年３月 31 日 

投資事業組合等運営報酬  合計額  479 370 

うち  管理運営報酬等 372 295 

うち  成功報酬 106 75 

                             

② 投資実行の状況 

当社は、日本とアジアに跨る総合的投資会社として、両地域において成長企業に投資をしております。投資対

象とする業種は、環境・再生可能エネルギー、医療・介護、サービス、ICT（情報通信技術）、バイオ・ライフサ

イエンス等多岐にわたります。環境・再生可能エネルギー分野では、当社が行うメガソーラー投資事業とのシナ

ジー効果も期待して取り組みを進めております。 

当連結会計年度は、国内の投資体制を強化し積極的に投資を行ったことや、メガソーラー投資事業の新規プロ

ジェクトが立ち上がったことから、日本国内向けの投資実行額は前連結会計年度に比し増加致しました。一方、

中華圏では、前連結会計年度中に投資組入れ期間が終了したファンドがあったことなどから、前連結会計年度に

比し投資実行額が減少しました。その結果、国内外全体では当連結会計年度の当社グループの自己勘定及び当社

グループが管理運営するファンドからの投資実行額は、26 社、2,728 百万円（前連結会計年度比 34.9％減）とな

りました。 

当社グループの自己勘定及び当社グループが管理運営するファンドの投資残高については、投資回収が進捗し

たことなどから、前連結会計年度末から減少し、当連結会計年度末において 249 社、19,722 百万円（前連結会計

年度末 284 社、25,862 百万円）となりました。 

 

メガソーラー投資事業については、当連結会計年度中に４件の発電所の建設を開始し、その後も、本日までに

さらに 1件の発電所建設を開始しました。また、1件のプロジェクトにおいて、一部で売電を開始しました。今後

も、メガソーラー関連事業を営む他社との協業を進め、全国各地でメガソーラーを中心とした再生可能エネルギ

ーの発電所プロジェクトを手掛けるべく、優良な案件の発掘に注力してまいります。 

なお、メガソーラー投資事業向けの資金を調達するため、平成 26 年 12 月にバークレイズ・バンク・ピーエル

シーを割当先として行使価額修正条項付新株予約権を発行致しました。その後、平成 27 年 4月末までに新株予約

権総数の 61.8％が行使され、合計で 1,006 百万円を調達しております。 
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③ IPO（新規上場）と投資損益の状況 

当連結会計年度において当社グループの投資先企業の中から IPO を果たした企業は、上場企業との株式交換（国

内２社）を含め、国内４社、海外１社、合計５社（前連結会計年度 国内４社、海外４社、合計８社）と前連結

会計年度に比し減少致しました。 

一方で、株式会社ヘルシーサービスを始めとして国内未上場の投資先の売却を実現したほか、既に上場済みの

投資先の株式売却を進め一定の実現キャピタルゲインを計上致しました。しかしながら、当連結会計年度におい

ては大型 IPO がなかったため、営業投資有価証券の売却高は 6,219 百万円（前連結会計年度比 13.3%減）、売却益

である実現キャピタルゲインは 3,254 百万円（前連結会計年度比 10.5%減）と前連結会計年度と比較して減少しま

した。 

 

評価損・引当金については、平成 26 年５月に重要な投資先である株式会社白元が東京地方裁判所に民事再生手

続開始の申立てを行ったことに伴い評価損 839 百万円を計上したことなどから、当連結会計年度の営業投資有価

証券評価損は、1,112 百万円（前連結会計年度比 545.4％増）と前連結会計年度に比し大幅に増加致しました。一

方、投資損失引当金繰入額は 681 百万円（前連結会計年度比 64.5％減）となり、評価損と投資損失引当金繰入額

の合計額では、1,794 百万円（前連結会計年度比 14.3％減）と前連結会計年度に比し減少しております。 

 

以上の結果、投資利益は 1,460 百万円（前連結会計年度比 5.3％減）となり、前連結会計年度から若干の減少に

留まりました。 

                                    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

平成 25 年４月 １日～
平成 26 年３月 31 日 

当連結会計年度 
平成 26 年４月 １日～ 
平成 27 年３月 31 日 

営業投資有価証券売却高（A） 7,172 6,219 

営業投資有価証券売却原価(B) (注) 3,535 2,964 

実現キャピタルゲイン(A)-(B) 3,636 3,254 

   

営業投資有価証券評価損(C) 172 1,112 

投資損失引当金繰入額(D) 1,922 681 

投資損益(A)-(B)-(C)-(D) 1,541 1,460 

（注）上記表の営業投資有価証券売却原価(B)の金額には、営業投資有価証券評価損(C)は含めておりません。 

 

なお、インカムゲインや組合持分利益等の寄与も加えた投資業務全体では、他社の運用するファンドからの運

用益が前連結会計年度に比し減少したことも加わり、営業収益は 6,502 百万円（前連結会計年度比 16.8％減）、営

業総利益は 1,477 百万円（前連結会計年度比 29.1％減）となりました。 

 

また、当連結会計年度末における時価のある営業投資有価証券のうち上場株式の含み益は、株式市場の回復

を受け前連結会計年度末に比し増加し、362 百万円（前連結会計年度末 306 百万円）となりました。 

                                                  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度末 

（平成26年３月31日現在）
当連結会計年度末 

（平成 27 年３月 31 日現在）

取得原価 851 457 

連結貸借対照表計上額 1,157 820 

差額（含み益） 306 362 

（注）流動性の高い営業投資有価証券の金額をより明確に開示するため、当連結会計年度より、時価のある営業投資有価証券

のうち社債の金額を除外し上場株式の金額のみを記載するよう変更しております。なお、前連結会計年度末における、社債と

上場株式とを合算した時価のある営業投資有価証券の 1,318 百万円、連結貸借対照表計上額は 1,624 百万円、差額（含み益）

は 306 百万円であります。 
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④ 販売費及び一般管理費、その他の状況 

継続的なコスト削減策の実施により、販売費及び一般管理費は 1,368 百万円（前連結会計年度比 10.7％減）と

なりました。 

主な特別損益項目については、当社が政策目的で保有する投資有価証券のうちその純資産価額が著しく低下し

たものが発生したため、投資有価証券評価損 213 百万円を特別損失に計上しました。 

少数株主利益については、主に、連結子会社に該当するファンドの損益のうち、少数株主に該当する当社グル

ープ以外のファンド出資者に帰属する部分が計上されています。当連結会計年度においては、当社グループ以外

のファンド出資者の存在する連結子会社に該当するファンドからの利益が増加したため 880 百万円（前連結会計

年度比 164.3％増）となりました。 

 

上記の結果、営業収益は 6,935 百万円（前連結会計年度比 18.0％減）、営業利益 533 百万円（前連結会計年度

比 54.5％減）、経常利益 389 百万円（前連結会計年度比 37.0％減）、当期純損失 731 百万円（前連結会計年度当

期純利益 269 百万円）となりました。 

 

当社グループは今後も、日本を含むアジアにおける総合的投資会社としてパートナー戦略を強化してまいりま

す。これにより、ファンド組成に積極的に取り組むと共に、既存投資資産の企業価値の最大化、新規事業の収益

化を進め業績改善に注力してまいります。 

 

   

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の総資産は、売却の進捗に伴う営業投資有価証券の減少等により、前連結会計年度末から

減少し 30,674 百万円（前連結会計年度末 32,953 百万円）となりました。 

負債総額は、当連結会計年度に 3,816 百万円の借入金返済を実施し着実にその残高を圧縮した結果、前連結

会計年度末から減少し 22,627 百万円（前連結会計年度末 25,816 百万円）となりました。なお、平成 27 年 4月

末には借入金 1,733 百万円の追加返済を実施し、さらにその残高を圧縮しております。 

自己資本については、当期純損失 731 百万円を計上した一方、行使価額修正条項付新株予約権の行使に伴い

資本金や資本剰余金が増加したことや、為替や株価の変動によりその他の包括利益累計額合計が 1,736 百万円

（前連結会計年度末 703 百万円）と増加したため、前連結会計年度末から増加し 2,957 百万円（前連結会計年

度末 2,057 百万円）となりました。その結果、当連結会計年度末における自己資本比率は 9.6％（前連結会計年

度末 6.2％）となりました。 

純資産についても、自己資本の増加に伴い前連結会計年度末から増加し 8,047 百万円（前連結会計年度末

7,137 百万円）となりました。 

 

なお、当社は、平成 27年 3月 31 日現在の借入金残高のうち 20,193 百万円（うち長期借入金 17,745 百万円、

短期借入金 2,448 百万円）について、全取引金融機関から返済条件の変更等を主としたリスケジュールをいた

だいており、これらの借入金については財務制限条項が付されておりました。 

当該返済計画の期限が平成 27年 4月末に到来するにあたり、当社は再び全取引金融機関 55社と協議を行い、

平成 27 年 5月 1日から平成 28 年 7月 29 日までの新たな返済計画について同意を頂くことが出来ました。 

なお、新たな返済計画においては、これまでと同様に最低返済額を定めていますが、従来よりも融資期間を

短縮する一方で、財務制限条項を付さない条件としております。 

 

② キャッシュ･フローの状況に関する分析 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ･フローは、511 百万円の収入（前連結会計年度 3,624 百

万円の収入）となりました。前連結会計年度に比べ税金等調整前当期純利益が減少したことや、投資事業組合

からの分配金が減少した一方、投資事業組合への出資による支出が増加したため、収入額が減少しております。 

投資活動によるキャッシュ･フローは、投資有価証券の償還による収入が発生したこと等から 213 百万円の収

入（前連結会計年度 437 百万円の収入）となりました。 

財務活動によるキャッシュ･フローは、長期借入金の返済による支出等により、3,224 百万円の支出（前連結

会計年度 1,424 百万円の支出）となりました。 

これから現金及び現金同等物に係る換算差額 127 百万円を加えた結果、当連結会計年度末において現金及び

現金同等物の残高は 2,371 百万円減少して 5,942 百万円となりました。 
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（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

指標 
平成 23 年

3月期 

平成 24 年

3月期 

平成 25 年

3月期 

平成 26 年 

3 月期 

平成 27 年

3月期 

自己資本比率（％） 9.0 3.5 2.6 6.2 9.6

時価ベースの自己資本比率（％） 20.8 21.2 49.7 36.1 32.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 4.5 39.7 22.1 6.9 42.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ 8.0 1.1 2.1 6.9 1.1

  
（注） 自己資本比率：自己資本（新株予約権及び少数株主持分控除後）／総資産 
    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当社グループ(投資事業組合等を含む）が展開する投資事業全般は、その事業特性上、株式等の売却により

得られる収入が大半を占めていることから、国内・海外の株式市場や経済環境に大きく影響を受けます。新規

上場による投資回収においては株式市場の状況や上場基準の変更等の影響を強く受けるため収益のぶれが大

きく、また、第三者への売却による投資回収においても、株式市場の状況や経済情勢が個別案件の売却交渉の

進捗に少なからず影響を与え、その収益計上時期が前後したり、回収額が予想と異なることがあります。その

ような事業特性に加え、経済環境が急激に変化する現況下においては、合理的な業績予想の策定が極めて困難

であり、むしろこのような環境下で、ある一定の前提のもとに策定した業績予想を開示することが、投資者の

投資判断のために提供する情報として必ずしも適切性・有用性を持つものではないと判断致しました。   
上記の事情により、当社及び当社グループでは、現時点においては業績予想の開示を行わないことと致した

く、何卒ご理解頂きたくお願い致します。 

なお、業績予想の開示は行いませんが、四半期決算の迅速な開示に努めるとともに、合理的な業績の予想が

可能となった場合には、速やかにその開示を行います。 

 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配当につきましては、将来の収益源となる営業投資活動を積極的に行うべく内部留保の充実に努め、財

務基盤の強化を図りながら、株主各位への安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としております。 

 しかしながら、当期におきましては、当期純損失となったため、誠に遺憾ながら無配とさせて頂く所存です。 

  なお、次期の配当につきましては、上記（３）に記載の業績予想と同様の理由により開示を行っておりませ

ん。配当金額が確定した段階で速やかに開示して参ります。 
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２．企業集団の状況 
 

当企業集団は主として、当社、連結子会社 34 社（19 ファンドを含む）及び持分法適用関連会社 12 社（12
ァンドを含む）により構成されており、主たる事業として、国内外の有望未上場企業に対する投資業務等およ
び投資事業組合等の管理･運用業務を営んでおります。 
 
当連結会計年度末現在における当企業集団の事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）東南アジアの子会社には現時点において駐在員がおらず、休眠中であります。 

 

JAIC INTERNATIONAL (HONG KONG) CO., LTD.（香港） 

JAIC  ASIA  HOLDINGS PTE. LTD.（シンガポール）（注）

PT.  JAIC  INDONESIA（インドネシア）（注）

海外子会社等 

国内子会社 

ジ ャ イ ク 事 務 サ ー ビ ス ㈱

J A I C シ ー ド キ ャ ピ タ ル ㈱

連結子会社

持分法適用関連会社

投

資

事

業

組

合

等 

出 資 者 

 

国

内

外

の

有

望

未

上

場

企

業

等 

出資 

投資 

出資 
管理・ 
運営業務 

投資等 
支援・育成 

日 亜 投 資 諮 詢 （ 上 海 ） 有 限 公 司

(JAPAN ASIA INVESTMENT (CHINA) CO., LTD.)（中国） 

日

本

ア

ジ

ア

投

資

㈱ 

J A I C ・ キ ャ ピ タ ル ・ パ ー ト ナ ー ズ ㈱ 

瀋陽日亜創業投資管理有限公司(中国） 

蘇州日亜創業投資管理有限公司(中国） 

日亜（天津）創業投資管理有限公司（中国） 

J A I C  C I  L I M I T E D （ 香 港 ） 

JAIC&BV MANAGEMENT COMPANY INC.（BVI） 

JAIC-TAIB CAPITAL MANAGEMENT PTE. LTD.（シンガポール）（注）

JAIC-TAIB CAPITAL MANAGEMENT (CAYMAN) LTD.（ケイマン） 

JAIC (THAILAND) CO., LTD.（タイ王国）（注）
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３．経営方針  

 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、日本とアジアに跨る総合的な投資会社として、ベンチャー企業や中堅・中小企業等へ

の投資を通じ、日本とアジアの両地域において新たな産業の育成を通じた産業活性化と環境問題や少子高

齢化問題の解決、及び、日本とアジアの経済連携の拡大に貢献してまいります。 

豊富な投資経験とブランド・ネットワーク・人材・事業パートナーなどの事業基盤をもとに、将来性豊

かな企業に成長資金を投資し、日本とアジア双方向からの経営支援を通じて投資先企業の企業価値を高め、

株式上場など各投資先企業にとって最適な成長シナリオを実現することでキャピタルゲインを最大化し、

運営するファンドのパフォーマンスの向上に努めます。 

これにより、投資先企業や投資家からの多様なニーズに対応するとともに、全てのステークホルダーへ

の利益還元を果たしてまいります。 
 

 

（２）目標とする経営指標 

黒字を定着化させることで累積損失の解消を目指します。並行して、投資回収資金により有利子負債を

返済してその削減を進め、将来的に、デットエクイティレシオ 1 倍未満を目指して財務体質を改善してま

いります。また、損益については、将来的にファンドの管理報酬とインカムゲインの合計で販管費を賄う

ことができるよう、安定的な収益体質を目指します 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
 

当社グループは今後の中長期的な経営戦略について以下のように考えております。 
 

① 日本と中華圏での実績積み上げ 

当社は、日本とアジアに跨る総合的投資会社として、両地域において成長企業に投資をしてまいります。

アジアの中では中国を重点地域と位置付け、中華圏の企業に集中して投資をしてまいります。 

投資対象とする業種は、環境・再生可能エネルギー、医療・介護、サービス、ICT（情報通信技術）、バ

イオ・ライフサイエンス等多岐にわたります。環境・再生可能エネルギー分野では、当社が行うメガソー

ラー投資事業とのシナジー効果も期待して取り組みを進めてまいります。 

加えて、インカムゲイン志向型の投資事業を経営のもう一つの柱に育てるべく、メガソーラーを始めと

する再生可能エネルギー事業への投資を拡大してまいります。 
 

② パートナー戦略の強化 

国内外の事業パートナーとの関係をさらに強化し、投資先の提携候補先の相互紹介や新ファンドの設立、

並びに、新規投資候補先の発掘強化に繋げてまいります。また、新たなパートナーの開拓にも積極的に取

り組んでまいります。特に中国事業については当社の海外戦略の核をなすものと考え、中長期的な視点か

ら現地パートナーとの関係構築・強化に取り組んでまいります。 

 
 

（４）会社の対処すべき課題 
 

今後当社グループが対処すべき課題は、下記のとおりです。 
 
① 国内及び中華圏における新規ファンドの設立及び新規投資実行の推進 

投資注力分野において有望な企業を厳選して新規投資を推進し、また、その投資実績をもって当社の投

資開拓能力をファンドの投資家にアピールすることで、新規ファンドの組成に繋げてまいります。 

具体的には、日本国内においては、成長ステージにあるベンチャー企業を主な投資対象とするファンド

の設立を目指し、既にターゲットとなる有望な企業への投資を進めています。 

また、中華圏においては、新規ファンド設立に向けた取り組みとして、現在中国瀋陽市で運営中のファ

ンドの投資組入れを推進するとともに、中国全域での投資を想定した将来のファンド設立に向けて、広域

に亘り有望な企業への投資を更に強化いたします。 
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② メガソーラー投資事業における投資資産の積上げ 
安定収益拡大のために推進しているインカムゲイン志向型の投資事業では、その中でも、既に実績のあ

るメガソーラープロジェクトへの投資に注力いたします。メガソーラー発電所の建設等にかかる資金は、
85％程度を金融機関からのプロジェクトファイナンスによる資金で調達し、残りの必要資金を当社やパー
トナー企業が投資いたします。 

 
③ 投資先企業に対する経営支援の強化 

経営支援を通じて投資先企業の企業価値を高め、既存投資資産からのキャピタルゲインの最大化に努め

ます。 

具体的には、投資先企業が新規上場を早期実現できるよう、コンサルティング会社や主幹事証券の紹介

や資本政策のアドバイスなどを行います。また、投資先企業の事業拡大に向けた支援として、借入金調達

のためのコンサルティング会社や販売候補先の紹介、資本業務提携交渉の支援、M&A や提携ニーズへの対応

などを行います。加えて、海外事業展開を志向する投資先企業には、現地視察の提案や訪日海外企業との

面談設定などを行います。 

 
 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 
当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準

に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、

国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。 
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,570 11,610 

有価証券 64 － 

営業投資有価証券 24,693 19,982 

投資損失引当金 △7,203 △4,995 

営業貸付金 373 207 

その他 338 543 

貸倒引当金 △18 △16 

流動資産合計 29,817 27,332 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 76 71 

減価償却累計額 △49 △43 

建物及び構築物（純額） 26 27 

車両運搬具及び工具器具備品 74 54 

減価償却累計額 △55 △43 

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 18 10 

土地 24 24 

リース資産 3 573 

減価償却累計額 △3 △35 

リース資産（純額） － 537 

有形固定資産合計 70 600 

無形固定資産    

その他 12 10 

無形固定資産合計 12 10 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,720 2,382 

破産更生債権等 275 244 

その他 146 203 

貸倒引当金 △88 △99 

投資その他の資産合計 3,054 2,731 

固定資産合計 3,136 3,342 

資産合計 32,953 30,674 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 3,816 2,448 

リース債務 － 29 

未払費用 333 351 

未払法人税等 42 38 

未払消費税等 8 4 

繰延税金負債 － 129 

賞与引当金 5 5 

関係会社整理損失引当金 107 － 

その他 219 207 

流動負債合計 4,533 3,215 

固定負債    

長期借入金 21,204 18,755 

リース債務 － 538 

繰延税金負債 － 23 

退職給付に係る負債 78 89 

その他 － 5 

固定負債合計 21,283 19,412 

負債合計 25,816 22,627 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,000 4,299 

資本剰余金 2,115 2,415 

利益剰余金 △4,351 △5,083 

自己株式 △410 △410 

株主資本合計 1,353 1,221 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 329 572 

為替換算調整勘定 374 1,163 

その他の包括利益累計額合計 703 1,736 

新株予約権 9 34 

少数株主持分 5,070 5,054 

純資産合計 7,137 8,047 

負債純資産合計 32,953 30,674 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 8,461 6,935 

営業原価 5,757 5,034 

営業総利益 2,704 1,901 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 371 320 

事務委託費 255 272 

賞与引当金繰入額 8 5 

退職給付費用 19 20 

貸倒引当金繰入額 △28 9 

賃借料 128 80 

減価償却費 24 13 

貸倒損失 6 － 

組合持分経費 200 158 

その他 545 488 

販売費及び一般管理費合計 1,532 1,368 

営業利益 1,172 533 

営業外収益    

受取利息 20 15 

受取配当金 13 334 

ヘッジ取引利益 13 － 

雑収入 11 25 

営業外収益合計 58 374 

営業外費用    

支払利息 496 442 

支払手数料 3 0 

持分法による投資損失 0 － 

投資事業組合運用損 2 3 

為替差損 108 58 

雑損失 1 13 

営業外費用合計 613 518 

経常利益 617 389 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

特別利益    

固定資産売却益 10 － 

投資有価証券売却益 0 － 

投資有価証券償還益 0 21 

負ののれん発生益 41 － 

その他 － 1 

特別利益合計 52 23 

特別損失    

固定資産除売却損 11 0 

投資有価証券評価損 － 213 

投資有価証券償還損 105 － 

関係会社整理損失引当金繰入額 12 － 

関係会社株式売却損 47 0 

関係会社株式評価損 3 － 

会員権売却損 5 － 

その他 － 19 

特別損失合計 185 233 

税金等調整前当期純利益 484 178 

法人税、住民税及び事業税 35 30 

法人税等還付税額 △150 － 

法人税等調整額 △2 － 

法人税等合計 △117 30 

少数株主損益調整前当期純利益 602 148 

少数株主利益 333 880 

当期純利益又は当期純損失（△） 269 △731 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 602 148 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △451 276 

為替換算調整勘定 960 848 

持分法適用会社に対する持分相当額 352 145 

その他の包括利益合計 862 1,270 

包括利益 1,464 1,419 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,204 300 

少数株主に係る包括利益 259 1,118 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,000 2,118 △4,553 △415 1,150 

当期変動額           

新株の発行（新株予約権の
行使）         － 

当期純利益又は当期純損失
（△）     269   269 

自己株式の処分   △2   4 2 

連結範囲の変動     △67   △67 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － △2 201 4 203 

当期末残高 4,000 2,115 △4,351 △410 1,353 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 424 △649 △225 4 7,716 8,646 

当期変動額             

新株の発行（新株予約権の
行使）           － 

当期純利益又は当期純損失
（△）           269 

自己株式の処分           2 

連結範囲の変動           △67 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △95 1,024 928 4 △2,646 △1,713 

当期変動額合計 △95 1,024 928 4 △2,646 △1,509 

当期末残高 329 374 703 9 5,070 7,137 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,000 2,115 △4,351 △410 1,353 

当期変動額           

新株の発行（新株予約権の
行使） 299 299     599 

当期純利益又は当期純損失
（△）     △731   △731 

自己株式の処分         － 

連結範囲の変動         － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 299 299 △731 － △132 

当期末残高 4,299 2,415 △5,083 △410 1,221 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 329 374 703 9 5,070 7,137 

当期変動額             

新株の発行（新株予約権の
行使）           599 

当期純利益又は当期純損失
（△）           △731 

自己株式の処分           － 

連結範囲の変動           － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

243 788 1,032 25 △15 1,042 

当期変動額合計 243 788 1,032 25 △15 910 

当期末残高 572 1,163 1,736 34 5,054 8,047 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 484 178 

減価償却費 24 13 

投資損失引当金の増減額（△は減少） △639 △992 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37 0 

賞与引当金の増減額（△は減少） △10 0 

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 12 △107 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △89 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 78 10 

ヘッジ取引利益 △13 － 

受取利息及び受取配当金 △16 △337 

支払利息 463 387 

持分法による投資損益（△は益） 0 － 

投資事業組合運用損益（△は益） 2 2 

固定資産除売却損益（△は益） 1 0 

投資有価証券売却損益（△は益） △0 － 

投資有価証券評価損益（△は益） － 213 

投資有価証券償還損益（△は益） △0 △21 

関係会社株式売却損益（△は益） 47 0 

関係会社株式評価損 3 － 

負ののれん発生益 △41 － 

営業投資有価証券評価損 27 1,129 

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 1,275 1,655 

営業貸付金の増減額（△は増加） 160 160 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 260 39 

投資事業組合への出資による支出 △861 △2,256 

投資事業組合からの分配金 3,160 1,521 

投資事業組合等の少数株主持分の増減額 

（△は減少） 
△138 △999 

その他 △61 △29 

小計 4,091 569 

利息及び配当金の受取額 19 339 

利息の支払額 △473 △400 

法人税等の支払額 △69 △48 

法人税等の還付額 68 51 

早期割増退職金の支払額 △11 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,624 511 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △3 △2 

有形固定資産の売却による収入 71 － 

無形固定資産の取得による支出 △1 △0 

投資有価証券の取得による支出 △21 △18 

投資有価証券の売却による収入 7 － 

投資有価証券の償還による収入 213 183 

定期預金の増減額（△は増加） 104 65 

借室保証金の返還による収入 37 1 

借室保証金の支払による支出 △7 △0 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
35 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △36 

その他 1 21 

投資活動によるキャッシュ・フロー 437 213 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △1,423 △3,816 

配当金の支払額 △0 △0 

少数株主への配当金の支払額 △2 － 

リース債務の返済による支出 △0 － 

ストックオプションの行使による収入 1 － 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 594 

その他 － △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,424 △3,224 

現金及び現金同等物に係る換算差額 121 127 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,758 △2,371 

現金及び現金同等物の期首残高 5,554 8,313 

現金及び現金同等物の期末残高 8,313 5,942 
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(５）継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

(６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数 34 社 

  （増加） ３社  

JAIC-TAIB CAPITAL MANAGEMENT (CAYMAN) LTD.、投資事業組合等２ファンド 

投資事業組合等１ファンドは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

JAIC-TAIB CAPITAL MANAGEMENT (CAYMAN) LTD.及び投資事業組合等 1 ファンドは新たに設

立したため、連結の範囲に含めております。 

  （減少） ６社 

政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司 

JAIC ASIA CAPITAL PTE.LTD. 

JAIC KOREA CO., LTD. 

投資事業組合等３ファンド 

 

政投銀日亜投資諮詢（北京）有限公司は売却したため、JAIC ASIA CAPITAL PTE.LTD.及び

JAIC KOREA CO., LTD.は清算したため、連結の範囲から除外しております。 

    投資事業組合等３ファンドは清算したため、連結の範囲から除外しております。 

     

 ２．持分法の適用に関する事項 

  （１）持分法を適用した非連結子会社 

    持分法を適用した非連結子会社の数 －社 

  （２）持分法を適用した関連会社   

持分法を適用した関連会社の数 12 社 

  （減少） ６社 

    MAYBAN-JAIC CAPITAL MANAGEMENT SDN.BHD． 

投資事業組合等５ファンド 

    いずれも清算したため、持分法適用の範囲から除外しております。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

 当社グループは、投資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（1 株当たり情報） 

 前連結会計年度 

（自 平成 25 年 4 月 1 日 

 至 平成 26 年 3 月 31 日）

当連結会計年度 

（自 平成 26 年 4 月１日 

  至 平成 27年 3月 31日）

1 株当たり純資産額 17.45 円 23.35 円

1株当たり当期純利益金額又は 1株当たり

当期純損失金額（△） 
2.28 円 △6.16 円

潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額 2.28 円 －円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額、及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。              

 前連結会計年度 

（自 平成 25 年 4 月 1 日 

 至 平成 26 年 3 月 31 日）

当連結会計年度 

（自 平成 26 年 4 月１日 

  至 平成 27年 3月 31日）

1株当たり当期純利益金額又は 1株当たり

当期純損失金額 

  

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（百万円） 
269        △731

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）（百万円） 
269  △731

期中平均株式数（千株） 117,870 118,840

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 31 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後 1 株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－

平成 26 年 11 月 18 日取締役

会決議による新株予約権 

（普通株式 23,500 千株）

 

 

（重要な後発事象） 

 新株予約権の権利行使 

 平成 27 年４月１日から平成 27 年４月 30 日までの間に、バークレイズ・バンク・ピーエル

シーが保有する 2014 年 12 月新株予約権（行使価額修正条項付）の一部について権利行使があ

りました。当該新株予約権の権利行使の概要は、下記のとおりであります。 

①発行した株式の種類及び数         普通株式 5,764,000 株 

②発行した株式の平均発行価額        １株当たり 69.6 円 

③発行価額の総額              401 百万円 

④発行価額のうち資本へ組入れる額の平均額  １株当たり 35.0 円 
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（８）営業収益及び営業総利益の内訳

（単位：百万円）

営業収益 百分比 営業原価
営業総利益又は

営業総損失（△）

% 

479 5.7 - 479

7,813 92.3 5,730 2,083

うち 7,172 84.7 3,535 3,636

うち - - 172 △ 172

うち - - 1,922 △ 1,922

うち 125 1.5 - 125

うち 515 6.1 99 415

8,461 100.0 5,757 2,704

（単位：百万円）

営業収益 百分比 営業原価
営業総利益又は

営業総損失（△）

% 

370 5.3 - 370

6,502 93.8 5,024 1,477

うち 6,219 89.7 2,964 3,254

うち - - 1,112 △ 1,112

うち - - 681 △ 681

うち 117 1.7 - 117

うち 166 2.4 266 △ 100

6,935 100.0 5,034 1,901

(注) 上記金額には、消費税等は含めておりません。

　　　　　　     　　 　期　　別

　　科　　目

投 資 事 業 組 合 等 管 理 業 務

投 資 業 務

前連結会計年度

自　平成25年 ４月 １日

至　平成26年 ３月 31日

　　　　　　     　　 　期　　別

　　科　　目

実 現 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

そ の 他

合 計

当連結会計年度

組 合 持 分 利 益 等

至　平成27年 ３月 31日

イ ン カ ム ゲ イ ン

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

投 資 業 務

投 資 事 業 組 合 等 管 理 業 務

53

営業投資有価証券評価損

実 現 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

イ ン カ ム ゲ イ ン

組 合 持 分 利 益 等

営業投資有価証券評価損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

自　平成26年 ４月 １日

合 計

そ の 他

169 2.0 27 141

62 0.9 9
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,822 7,539 

有価証券 64 － 

営業投資有価証券 18,024 15,217 

投資損失引当金 △5,524 △3,852 

営業貸付金 369 206 

前払費用 84 67 

未収入金 122 54 

その他 18 130 

貸倒引当金 △19 △17 

流動資産合計 21,962 19,345 

固定資産    

有形固定資産    

建物 21 20 

工具、器具及び備品 7 4 

土地 24 24 

有形固定資産合計 53 49 

無形固定資産    

その他 7 5 

無形固定資産合計 7 5 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,169 1,923 

関係会社株式 2,434 2,321 

その他の関係会社有価証券 75 － 

破産更生債権等 254 219 

長期前払費用 100 133 

その他 32 31 

貸倒引当金 △67 △74 

投資その他の資産合計 4,999 4,555 

固定資産合計 5,061 4,610 

資産合計 27,024 23,956 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

関係会社短期借入金 311 363 

1年内返済予定の長期借入金 3,816 2,448 

未払費用 135 145 

未払法人税等 24 23 

前受金 28 28 

前受収益 51 29 

賞与引当金 4 4 

繰延税金負債 － 129 

その他 123 214 

流動負債合計 4,495 3,386 

固定負債    

長期借入金 20,193 17,745 

退職給付引当金 78 89 

繰延税金負債 － 23 

固定負債合計 20,272 17,858 

負債合計 24,767 21,245 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,000 4,299 

資本剰余金    

資本準備金 － 299 

その他資本剰余金 2,115 2,115 

資本剰余金合計 2,115 2,415 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △4,287 △5,180 

利益剰余金合計 △4,287 △5,180 

自己株式 △410 △410 

株主資本合計 1,417 1,124 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 829 1,551 

評価・換算差額等合計 829 1,551 

新株予約権 9 34 

純資産合計 2,256 2,711 

負債純資産合計 27,024 23,956 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 5,437 3,955 

営業原価 3,646 3,453 

営業総利益 1,791 502 

販売費及び一般管理費 1,085 1,077 

営業利益又は営業損失（△） 705 △575 

営業外収益    

受取利息 11 9 

受取配当金 90 335 

ヘッジ取引利益 13 － 

雑収入 10 17 

営業外収益合計 125 363 

営業外費用    

支払利息 472 399 

支払手数料 3 0 

投資事業組合運用損 2 3 

為替差損 73 82 

雑損失 0 12 

営業外費用合計 553 498 

経常利益又は経常損失（△） 277 △710 

特別利益    

固定資産売却益 10 － 

投資有価証券売却益 0 － 

投資有価証券償還益 0 21 

関係会社株式売却益 78 － 

関係会社清算益 － 14 

出資持分譲受益 41 － 

特別利益合計 130 35 

特別損失    

固定資産除売却損 11 － 

投資有価証券評価損 － 213 

関係会社株式評価損 7 － 

会員権売却損 5 － 

その他 － 0 

特別損失合計 24 213 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 383 △888 

法人税、住民税及び事業税 3 3 

法人税等合計 3 3 

当期純利益又は当期純損失（△） 380 △892 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 
  

繰越 
利益剰余金 

当期首残高 4,000   2,118 2,118 △4,668 △4,668 △415 1,034 

当期変動額                 

新株の発行（新株予約
権の行使）               － 

当期純利益又は当期純
損失（△）         380 380   380 

自己株式の処分     △2 △2     4 2 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 －   △2 △2 380 380 4 382 

当期末残高 4,000 － 2,115 2,115 △4,287 △4,287 △410 1,417 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

当期首残高 532 532 4 1,572 

当期変動額         

新株の発行（新株予約
権の行使）       － 

当期純利益又は当期純
損失（△）       380 

自己株式の処分       2 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

296 296 4 301 

当期変動額合計 296 296 4 684 

当期末残高 829 829 9 2,256 
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 
  

繰越 
利益剰余金 

当期首残高 4,000 － 2,115 2,115 △4,287 △4,287 △410 1,417 

当期変動額                 

新株の発行（新株予約
権の行使） 

299 299   299       599 

当期純利益又は当期純
損失（△）         △892 △892   △892 

自己株式の処分               － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 299 299 － 299 △892 △892 － △292 

当期末残高 4,299 299 2,115 2,415 △5,180 △5,180 △410 1,124 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

当期首残高 829 829 9 2,256 

当期変動額         

新株の発行（新株予約
権の行使）       599 

当期純利益又は当期純
損失（△）       △892 

自己株式の処分       － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 722 722 25 747 

当期変動額合計 722 722 25 454 

当期末残高 1,551 1,551 34 2,711 
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７．その他 

（１）従来連結基準による連結財務諸表等 

 

平成 27 年 3月期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成 27 年５月 11 日 

 
当社グループでは、平成 19 年 3月期より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成 18 年 9 月 8 日 実務対応報告第 20 号）を適用し、当社グループで運営している投資事業組合等を

連結の範囲に加えて連結財務諸表等を作成しております。 

しかしながら、投資家及び株主の皆さまに、当社グループの経営成績及び財務状況を正しくご認識頂くためには、従来からの

会計基準による財務諸表等の開示も必要と考えております。 

以上のことから、今後も参考情報として、従来の会計基準による連結財務諸表等を継続的に開示してまいります。 

 
 

    （百万円未満切捨て） 

1．平成 27 年 3 月期の従来連結基準業績（平成 26 年４月１日 ～ 平成 27 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前年同期増減率） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
27年3月期 
26年3月期 

   百万円 ％ 
4,532（△26.4） 
6,155（ 62.7） 

百万円   ％
△550（ ― ）
852（ ― ）

  百万円   ％ 
△610（ ― ） 
374（ ― ） 

百万円  ％
△850（ ― ）
462（ ― ）

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

総 資 産  
経 常 利 益 率 

営 業 収 益
営 業 利 益 率

 
27年3月期 
26年3月期 

円  銭 
△7  15 

3  92 

円  銭
―  

3   92 

％
△28.6 
22.3 

％ 
△2.4 
1.3 

％
△12.2 

13.8 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
27年3月期 
26年3月期 

百万円 
24,396 
27,302 

百万円
3,445 
2,660 

％ 
13.8 
9.4 

円  銭
26   63  
21   83  

(参考) 自己資本      27 年 3 月期 3,373 百万円  26 年 3 月期 2,573 百万円 
 

 2．平成 28 年 3 月期の従来連結基準業績予想（平成 27 年４月１日 ～ 平成 28 年３月 31 日） 

 当社グループが展開する投資事業全般は、その事業特性上株式市場等の変動要因による影響が極めて大きく、加えて昨今の変動

の激しい環境下においては、合理的な業績予想が困難であります。むしろ、このような環境下で、ある一定の前提のもとに策定し

た業績予想を開示することが、投資者の投資判断のために提供する情報として必ずしも適切性・有用性を持つものではないと判断

致しました。そのため、現時点では業績予想の開示を行わないこととさせて頂きたく存じます。 

なお、当社グループは今後も引き続き、四半期決算の迅速な開示に努めるとともに、合理的な業績の予想が可能となった場合に

は、速やかにその開示を行います。 
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①従来連結基準による経営成績・財政状態 
（経営成績の概要） 
 

1)ファンドの状況 

                                                 （単位：百万円） 

前連結会計年度
平成 25 年４月 １日～

 平成 26 年３月 31 日 

当連結会計年度 
平成 26 年４月 １日～

 平成 27 年３月 31 日 

投資事業組合等運営報酬  合計額 865 634 

うち  管理運営報酬等 733 571 

うち  成功報酬 132 63 

                          
2)投資損益の状況 

（単位：百万円） 
前連結会計年度

平成 25 年４月 １日～
 平成 26 年３月 31 日 

当連結会計年度 
平成 26 年４月 １日～

  平成 27 年３月 31 日 
営業投資有価証券売却高（A） 4,656 3,651 

営業投資有価証券売却原価(B) (注) 2,133 1,767 

実現キャピタルゲイン(A)-(B) 2,523 1,883 

   

営業投資有価証券評価損(C) 45 1,233 

投資損失引当金繰入額 (D) 1,435 471 

投資損益(A)-(B)-(C)-(D) 1,042 178 

（注）上記表の営業投資有価証券売却原価(B)の金額には、営業投資有価証券評価損(C)は含めておりません。 
 
3)含み損益の状況 

                                                           （単位：百万円） 
 前連結会計年度末 

（平成26年３月31日現在）
当連結会計年度末 

（平成 27 年３月 31 日現在）

取得原価 503 289 

連結貸借対照表計上額 628 487 

差額（含み益） 125 197 

（注）流動性の高い営業投資有価証券の金額をより明確に開示するため、当連結会計年度末より、時価のある営業投資有価証券のうち社

債の金額を除外し上場株式の金額のみを記載するよう変更しております。なお、前連結会計年度末における、社債と上場株式とを合算し

た時価のある営業投資有価証券の取得原価は 784 百万円、連結貸借対照表計上額は 909 百万円、差額（含み益）は 125 百万円であります。 
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（連結財政状態の概要） 

当連結会計年度末の総資産は、売却の進捗に伴う営業投資有価証券の減少により、前連結会計年度末から減少し、

24,396 百万円（前連結会計年度末 27,302 百万円）となりました。 

負債総額は、当連結会計年度に 3,816 百万円の借入金返済を実施し着実にその残高を圧縮した結果、前連結会計

年度末から減少し 20,950 百万円（前連結会計年度末 24,641 百万円）となりました。なお、平成 27年 4 月末には借

入金 1,733 百万円の追加返済を実施し、さらにその残高を圧縮しております。 

純資産は、当期純損失を計上した一方、行使価額修正条項付新株予約権の行使に伴い資本金や資本剰余金が増加

したことや、為替や株価の変動によりその他の包括利益累計額合計が 1,678 百万円（前連結会計年度末 627 百万円）

と増加したため、前連結会計年度末に比し増加し 3,445 百万円（前連結会計年度末 2,660 百万円）となりました。

その結果、当連結会計年度末における自己資本比率は 13.8％（前連結会計年度末 9.4％）となりました。 

 
（連結業績予想に関する定性的情報） 

当社グループが展開する投資事業全般は、その事業特性上、株式等の売却により得られる収入が大半を占めてい

ることから、国内・海外の株式市場や経済環境に大きく影響を受けます。新規上場による投資回収においては株式

市場の状況や上場基準の変更等の影響を強く受けるため収益のぶれが大きく、また、第三者への売却による投資回

収においても、株式市場の状況や経済情勢が個別案件の売却交渉の進捗に少なからず影響を与え、その収益計上時

期が前後したり、回収額が予想と異なることがあります。そのような事業特性に加え、経済環境が急激に変化する

現況下においては、合理的な業績予想の策定が極めて困難であり、むしろこのような環境下で、ある一定の前提の

もとに策定した業績予想を開示することが、投資者の投資判断のために提供する情報として必ずしも適切性・有用

性を持つものではないと判断致しました。 
上記の事情により、当社及び当社グループでは、現時点においては業績予想の開示を行わないことと致したく、何

卒ご理解頂きたくお願い致します。 
なお、業績予想の開示は行いませんが、四半期決算の迅速な開示に努めるとともに、合理的な業績の予想が可能と

なった場合には、速やかにその開示を行います。 
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②従来連結基準による連結財務諸表等

（ⅰ）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成26年３月31日) (平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,428 9,437

有価証券 64 -

営業投資有価証券 18,514 15,600

投資損失引当金 △ 5,526 △ 3,898

営業貸付金 369 206

その他 336 305

貸倒引当金 △ 18 △ 16

流動資産合計 24,168 21,634

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 76 63

減価償却累計額 △ 49 △ 43

建物及び構築物　(純額) 26 20

車両運搬具及び工具器具備品 74 54

減価償却累計額 △ 55 △ 43

車両運搬具及び工具器具備品　(純額) 18 10

土地 24 24

リース資産 3 3

減価償却累計額 △ 3 △ 3

リース資産　(純額) - -

有形固定資産合計 70 55

無形固定資産

その他 8 7

無形固定資産合計 8 7

投資その他の資産

投資有価証券 2,720 2,382

破産更生債権等 255 220

その他 146 171

貸倒引当金 △ 68 △ 75

投資その他の資産合計 3,054 2,698

固定資産合計 3,133 2,761

資産合計 27,302 24,396
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（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成26年３月31日) (平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 3,816 2,448

未払費用 174 174

未払法人税等 42 38

未払消費税等 8 4

繰延税金負債 - 129

賞与引当金 5 5

関係会社整理損失引当金 107 -

その他 213 290

流動負債合計 4,368 3,092

固定負債

長期借入金 20,193 17,745

繰延税金負債 - 23

退職給付に係る負債 78 89

固定負債合計 20,272 17,858

負債合計 24,641 20,950

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,299

資本剰余金 2,115 2,415

利益剰余金 △ 3,759 △ 4,609

自己株式 △ 410 △ 410

株主資本合計 1,945 1,694

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 678 1,423

為替換算調整勘定 △ 50 254

その他の包括利益累計額合計 627 1,678

新株予約権 9 34

少数株主持分 78 37

純資産合計 2,660 3,445

負債純資産合計 27,302 24,396

日本アジア投資㈱（8518）　平成27年3月期 決算短信
（補足情報）従来連結基準

30



（ⅱ）連結損益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
(自　平成25年４月１日 (自　平成26年４月１日
 至　平成26年３月31日)  至　平成27年３月31日)

営業収益 6,155 4,532

営業原価 3,681 3,650

営業総利益 2,474 882

販売費及び一般管理費

給与及び手当 371 320

事務委託費 245 271

賞与引当金繰入額 8 5

退職給付費用 19 20

貸倒引当金繰入額 △ 33 5

賃借料 128 80

減価償却費 24 13

貸倒損失 6 -

組合持分経費 294 236

その他 555 478

販売費及び一般管理費合計 1,621 1,433

営業利益又は営業損失（△) 852 △ 550

受取利息 15 13

受取配当金 13 334

ヘッジ取引利益 13 -

雑収入 13 18

営業外収益合計 55 365

営業外費用

支払利息 463 387

支払手数料 3 0

持分法による投資損失 0 -

投資事業組合運用損 2 3

為替差損 63 20

雑損失 0 13

営業外費用合計 533 424

経常利益又は経常損失（△) 374 △ 610

特別利益

固定資産売却益 10 -

投資有価証券売却益 0 -

投資有価証券償還益 0 21

出資持分譲受益 41 -

その他 - 1

特別利益合計 52 23

特別損失

固定資産除売却損 11 0

投資有価証券評価損 - 213

関係会社株式売却損 47 0

関係会社株式評価損 3 -

関係会社整理損失引当金繰入額 12 -

会員権売却損 5 -

その他 - 19

特別損失合計 79 233

346 △ 820

法人税、住民税及び事業税 34 29

法人税等還付税額 △ 150 -

法人税等調整額 △ 2 -

法人税等合計 △ 118 29

465 △ 849

少数株主利益 2 0

当期純利益又は当期純損失（△) 462 △ 850

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△)
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(ⅲ)営業収益及び営業総利益の内訳

（単位：百万円）

営業収益 百分比 営業原価
営業総利益又は

営業総損失（△）

% 

865 14.1 - 865

5,134 83.4 3,666 1,468

うち 4,656 75.6 2,133 2,523

うち - - 45 △ 45

うち - - 1,435 △ 1,435

うち 121 2.0 - 121

うち 357 5.8 52 305

6,155 100.0 3,681 2,474

（単位：百万円）

営業収益 百分比 営業原価
営業総利益又は

営業総損失（△）

% 

634 14.0 - 634

3,844 84.8 3,640 203

うち 3,651 80.5 1,767 1,883

うち - - 1,233 △ 1,233

うち - - 471 △ 471

うち 93 2.1 - 93

うち 100 2.2 168 △ 68

4,532 100.0 3,650 882

(注) 上記金額には、消費税等は含めておりません。

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

イ ン カ ム ゲ イ ン

至　平成27年 ３月 31日

投 資 事 業 組 合 等 管 理 業 務

投 資 業 務

合 計

前連結会計年度

自　平成25年 ４月 １日

組 合 持 分 利 益 等

合 計

実 現 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

営業投資有価証券評価損

営業投資有価証券評価損

イ ン カ ム ゲ イ ン

組 合 持 分 利 益 等

　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当連結会計年度

　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

至　平成26年 ３月 31日

自　平成26年 ４月 １日

投 資 事 業 組 合 等 管 理 業 務

投 資 業 務

実 現 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 53 1.2 9 44

そ の 他 154 2.5 15 139

日本アジア投資㈱（8518）　平成27年3月期 決算短信
（補足情報）従来連結基準

32



(ⅳ)四半期情報等

前連結会計年度における四半期情報等
（単位：百万円）

連結会計期間

前第１四半期
連結会計期間

（自 平成25年４月１日
    至 平成25年６月30日）

前第２四半期
連結会計期間

（自 平成25年７月１日
  　至 平成25年９月30日）

前第３四半期
連結会計期間

（自 平成25年10月１日
  　至 平成25年12月31日）

前第４四半期
連結会計期間

（自 平成26年１月１日
  　至 平成26年３月31日）

営業収益 506 1,392 3,171 1,084

営業総利益又は
営業総損失（△）

△ 111 874 1,719 △ 8

営業利益又は
営業損失（△）

△ 567 480 1,330 △ 391

経常利益又は
経常損失（△）

△ 719 385 1,190 △ 482

当期純利益又は
当期純損失（△）

△ 695 331 1,182 △ 356

当連結会計年度における四半期情報等
（単位：百万円）

連結会計期間

当第１四半期
連結会計期間

（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年６月30日）

当第２四半期
連結会計期間

（自 平成26年７月１日
  　至 平成26年９月30日）

当第３四半期
連結会計期間

（自 平成26年10月１日
  　至 平成26年12月31日）

当第４四半期
連結会計期間

（自 平成27年１月１日
  　至 平成27年３月31日）

営業収益 943 829 2,449 310

営業総利益又は
営業総損失（△）

△ 529 543 1,203 △ 334

営業利益又は
営業損失（△）

△ 934 268 795 △ 679

経常利益又は
経常損失（△）

△ 1,023 234 665 △ 485

当期純利益又は
当期純損失（△）

△ 1,032 46 651 △ 515
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（2）営業の状況 
 

① 投資実績の状況（自己勘定分及びファンド勘定分）  

当社グループによる自己勘定並びに当社グループが運営の任にある、または運営の為に必要な情報の提供

を行っているファンドによる投資実行額及び投資残高の合計は以下のとおりであります。 
  i) 投資実行額 

                        

           期別 

 

  区分 

前連結会計年度 

（自平成25年4月1日 

至平成26年3月31日） 

当連結会計年度 

（自平成26年4月1日 

至平成27年3月31日） 

会社数 金額 会社数 金額 

社 百万円 社 百万円 

自己勘定分 3 718 2 26 

ファンド勘定分 30 3,471 25 2,702 

投資実行額合計 31 4,189 26 2,728 

 
ii) 投資残高 

                        

          期別 

 

  区分 

前連結会計年度末 

(平成26年3月31日現在) 

当連結会計年度末 

(平成27年3月31日現在) 

会社数 金額 会社数 金額 

社 百万円 社 百万円 

自己勘定分 147 9,310 122 6,072 

ファンド勘定分 217 16,552 172 13,650 

投資残高合計 284 25,862 249 19,722 

 
(注)    

1.自己勘定分には、ファンドへの当社出資持分は含まれておりません。 

2.当社グループが運営に関わらない当社以外の第三者が運営するファンドへの出資分は含まれておりません。 

3.自己勘定とファンドから同一会社に並行投資をしている場合には、区分毎にそれぞれを 1社とカウントしており、重複がある 

ため、社数の合計値とは一致しません。 
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iii) 投資実績の内訳 

投資実行額内訳 

 

          期別 

 

  区分 

前連結会計年度 

（自平成25年4月1日 

至平成26年3月31日） 

当連結会計年度 

（自平成26年4月1日 

至平成27年3月31日） 

会社数 金額 会社数 金額 

社 百万円 社 百万円 

地域別  

 日本 8 1,430 18 1,980 

 中華圏（中国、香港、台湾） 23 2,759 8 748 

 東南アジア - - - - 

 その他 - - - - 

業種別  

 

ＱＯＬ関連 9 1,751 14 1,644 

ＩＴ･インターネット関連 6 140 8 822 

素材･化学関連 3 893 - - 

機械･自動車関連 5 105 1 9 

消費財関連 1 16 1 202 

建設･不動産･金融関連 1 174 1 13 

小売･外食関連 - - - - 

サービス関連 5 867 1 37 

 その他 1 240 - - 

合計 31 4,189 26 2,728 
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投資残高 

 

          期別 

 

  区分 

前連結会計年度末 

(平成26年3月31日現在) 

当連結会計年度末 

(平成27年3月31日現在) 

会社数 金額 会社数 金額 

社 百万円 社 百万円 

地域別  

 日本 196 14,933 173 11,084 

 中華圏（中国、香港、台湾） 66 9,756 61 8,141 

 東南アジア 14 1,161 8 492 

 その他 8 10 7 4 

業種別  

 

ＱＯＬ関連 59 8,423 61 6,566 

ＩＴ･インターネット関連 104 6,849 88 5,379 

素材･化学関連 8 1,578 6 700 

機械･自動車関連 22 3,354 16 2,679 

消費財関連 7 317 6 328 

建設･不動産･金融関連 14 993 11 825 

小売･外食関連 11 579 10 455 

サービス関連 33 2,050 27 1,189 

 その他 26 1,715 24 1,599 

合計 284 25,862 249 19,722 

 

(注)   
1.QOL 関連とは、生活の質「Quality of Life」を高める事業分野として、バイオ、医療機器、医薬品、環境、福祉・介護などを

表しております。また、金融関連とは、証券業、銀行業、生損保業、投資顧問業などを表しております。 

2.ファンドへの当社出資持分、及び、当社グループが運営に関わらない当社以外の第三者が運営するファンドへの出資分は含ま

れておりません。 
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② 新規上場(IPO)の状況（自己勘定分及びファンド勘定分） 
i) 新規上場社数の状況 

前連結会計年度 

自平成 25 年 4 月 1日 

至平成 26 年 3 月 31 日 

当連結会計年度 

自平成 26 年 4 月 1日 

至平成 27 年 3 月 31 日 

国 内 4 社 4 社 

海 外 4 社 1 社 

合 計 8 社 5 社 

（注）上記には、投資実行先企業と既上場企業の株式交換等により取得した上場株式が、前連結会計年度において国内 2 社、当連結会

計年度において国内 2社含まれております。 

 

ii) 初値倍率の状況 

前連結会計年度 

自平成 25 年 4 月 1日 

至平成 26 年 3 月 31 日 

当連結会計年度 

自平成 26 年 4 月 1日 

至平成 27 年 3 月 31 日 

国 内 15.2 倍 4.9 倍 

海 外 2.2 倍 1.8 倍 

（注）初値倍率＝初値時価総額の合計／取得額の合計。なお、初値倍率の計算には株式交換等による上場株式取得分は含めておりませ

ん。 
 
iii) 新規上場した投資先企業 

当連結会計年度（平成 26 年 4 月 1日～平成 27 年 3月 31 日） 

投資先企業名 
上場 

年月日 
上場市場 事業内容 

本社 

所在地 

Tsang Yow Industrial Co., 

Ltd. 
平成 26 年 
5 月 14 日 

台湾 
自動車トランスミッション用の金属

部品製造販売 
台湾 

株式会社リボミック 
平成26年9
月 25 日 

マザーズ 

創薬プラットフォーム「RiboART シス

テム」による RNA アプタマーを用いた

分子標的薬の研究・開発 
東京都 

竹本容器株式会社 
平成 26 年
12 月 17 日 

東証二部 
プラスチック製等の包装容器の製造

及び販売 東京都 

（注）投資実行先企業と既上場企業の株式交換等により取得した上場株式が、当連結会計年度において国内 2 社ありましたが、上記表

には含めておりません。 
 
前連結会計年度（平成 25 年 4 月 1日～平成 26 年 3月 31 日） 

投資先企業名 
上場 

年月日 
上場市場 事業内容 

本社 

所在地 

Sunfun Info Co., Ltd. 
平成 25 年 
6 月 4 日 

台湾店頭 
コミュニティーサイト「iPartment（愛
情公寓」の運営 

台湾 

TCI Co., Ltd. 
平成25年9
月 12 日 

台湾店頭 
健康食品、機能性飲料、スキンケア製
品の製造・販売 

台湾 

FocalTech Corporation Ltd. 
平成 25 年
11 月 8 日 

台湾 タッチパネル等の IC デザインハウス 中国 

M&A キャピタルパートナーズ株
式会社 

平成 25 年
11 月 20 日 

マザーズ M&A の仲介事業 東京都 

AEWIN Technologies Co., Ltd. 
平成 25 年
12 月 3 日 

台湾店頭 
IPC（Industrial PC）向け I/O Board
製品製造販売 

台湾 

株式会社ウィルグループ 
平成 25 年
12 月 19 日 

東証二部 
販売員、オペレーター及び軽作業員の
人材派遣、業務請負、人材紹介等を展
開する人材ビジネス 

東京都 

（注）投資実行先企業と既上場企業の株式交換等により取得した上場株式が、前連結会計年度において国内 2 社ありましたが、上記表

には含めておりません。 
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③ファンドの状況 
（当社グループが運営の任にあたる、または運営のために必要な情報の提供を行なうファンド） 
   
 
ⅰ）運用残高 

 
前連結会計年度末 

(平成 26 年 3 月 31 日現在)

当連結会計年度末 

(平成 27 年 3 月 31 日現在)

運営ファンド（百万円） 50,888 43,897

ファンド数 28 21

 (注) 満期を迎えた後に清算期間に入っているファンドは上記の数値に含めておりません。 

 

ⅱ）新規設立または運用資産が増加したファンド 

前連結会計年度（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

新規設立 運用資産増加 

ファンド総額(百万円) - ファンドの増加額(百万円) - 

ファンド数 - ファンド数 - 

 

当連結会計年度（自平成26年4月1日 至平成27年3月31日） 

新規設立 運用資産増加 

ファンド総額(百万円) - ファンドの増加額(百万円) - 

ファンド数 - ファンド数 - 

 
ⅲ）当連結会計年度末日以降 3年以内において満期を迎えるファンド 

 平成 28 年 3月期 

自 平成 27 年 4月 1 日 

至 平成 28 年 3月 31 日

平成 29 年 3月期 

自 平成 28 年 4月 1 日 

至 平成 29 年 3月 31 日

平成 30 年 3月期 

自 平成 29 年 4月 1 日 

至 平成 30 年 3月 31 日 

ファンド総額(百万円) 12,133 17,385 2,687 

ファンド数 8 7 2 

（注）上記 i)からⅲ)の各表について 

1.  外貨建によるファンドは各連結会計期間末日及び年度末日現在の為替レートを乗じて計算した金額を記載してお

ります。従って、運用資産の増減額には為替による影響額も含まれております。 

2. ファンド総額につきましては、コミットメントベースの金額を記載しております。 
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